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(57)【要約】
本発明は待機電力ゼロの電源制御装置に関するもので、
駆動器、中間リレー、パワーリレー、信号誘導回路、被
制御機器操作電源検出回路、電源切換回路、マイクロコ
ンピュータ及び電池を備え、前記信号誘導回路が待機命
令を受信した場合は、前記マイクロコンピュータは前記
駆動器を通じて、前記中間リレーに被制御機器の電源を
切断させるとともに、前記電源切換回路を切断させる。
被制御機器が待機状態にある場合は、本発明の待機電力
ゼロの電源制御装置は、信号誘導回路のみが電池により
給電される以外、その他の部品はいずれもオフ状態にあ
る。したがって、電力消費を低下させることができ、且
つ安全である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動器、中間リレー、パワーリレー、信号誘導回路、被制御機器操作電源検出回路、電
源切換回路、マイクロコンピュータ及び電池を備え、
　前記マイクロコンピュータは前記駆動器を通じて前記中間リレーを制御し、
　前記中間リレーの常時開接点と前記パワーリレーのコイルとは直列連結された後、２つ
の交流電源線に跨って連結され、
　前記信号誘導回路の出力は前記電源切換回路の１つ目の制御端及び前記マイクロコンピ
ュータに至り、
　前記電池は前記信号誘導回路の電源端と前記電源切換回路の１つ目の入力端とに連結さ
れ、
　前記電源切換回路のもう１つの入力端は被制御機器操作電源に連結され、その出力を前
記マイクロコンピュータ及び中間リレーの電源とし、その制御端は前記マイクロコンピュ
ータに連結され、
　前記被制御機器操作電源検出回路の入力端は、被制御機器操作電源に連結され、その出
力端は前記マイクロコンピュータに連結され、被制御機器の操作電源の検出に用いられ、
　前記マイクロコンピュータは受信した前記被制御機器操作電源検出回路の信号に基づい
て、前記電源切換回路の前記被制御機器操作電源給電ラインに対する制御を実現し、
　前記信号誘導回路が待機命令を受信した場合、前記マイクロコンピュータは前記駆動器
を通じて前記中間リレー及び前記パワーリレーが被制御機器の交流電源を遮断するように
するとともに、前記電源切換回路を通じて前記マイクロコンピュータ及び中間リレー自体
の給電電源を遮断するようにし、
　前記電源切換回路は、前記マイクロコンピュータの命令に基づいて、前記被制御機器操
作電源及び前記電池の間で１つ選んで前記マイクロコンピュータ及び前記中間リレーに給
電し、または全ての給電ラインを遮断することに用いられることを特徴とする待機電力ゼ
ロの電源制御装置。
【請求項２】
　前記電源切換回路は電圧低減フィルタ回路と第２電源制御スイッチとを備え、
　前記電圧低減フィルタ回路の入力端は被制御機器操作電源に連結され、その出力端は前
記第２電源制御スイッチの出力とともに前記電源切換回路の出力とし、
　前記第２電源制御スイッチの入力端は前記電池に連結され、前記第２電源制御スイッチ
の１つ目の制御端は前記信号誘導回路の出力端に連結され、前記第２電源制御スイッチの
２つ目の制御端は前記マイクロコンピュータに連結されることを特徴とする請求項１記載
の待機電力ゼロの電源制御装置。
【請求項３】
　前記電源切換回路は前記電圧低減フィルタ回路の出力端と前記電源切換回路の出力端と
の間に直列連結された第１電源制御スイッチをさらに備え、
　前記第１電源制御スイッチの出力を前記電源切換回路の出力とし、前記第１電源制御ス
イッチの３つ目の制御端は前記マイクロコンピュータに連結され、
　前記第１電源制御スイッチは３つ目の制御端から信号を受信し、被制御機器操作電源給
電ラインのオンまたはオフを制御することを特徴とする請求項２記載の待機電力ゼロの電
源制御装置。
【請求項４】
　前記中間リレーの常時開接点と前記パワーリレーのコイルとの間に直列連結された交流
電源検出回路をさらに備え、
　前記交流電源検出回路の出力は前記マイクロコンピュータに至り、前記パワーリレーの
通電状況の検出に用いられることを特徴とする請求項３記載の待機電力ゼロの電源制御装
置。
【請求項５】
　電源変換回路をさらに備え、
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　前記電源変換回路の２つの入力端はそれぞれ前記被制御機器操作電源と前記電池とに連
結され、その出力端は前記信号誘導回路に至り、
　前記電源変換回路は、被制御機器の操作電源が存在するときに、前記被制御機器操作電
源が前記信号誘導回路に給電するようにし、そうでなければ前記電池が前記信号誘導回路
に給電するようにすることに用いられることを特徴とする請求項４記載の待機電力ゼロの
電源制御装置。
【請求項６】
　被制御機器作動状態検出回路をさらに備え、
　前記被制御機器作動状態検出回路の入力端は被制御機器作動状態指示回路に連結され、
出力端は前記マイクロコンピュータに連結され、前記被制御機器作動状態検出回路は、前
記被制御機器の作動状態を検出することを特徴とする請求項５記載の待機電力ゼロの電源
制御装置。
【請求項７】
　第２駆動器をさらに備え、
　前記第２駆動器の出力端は前記中間リレーのコイルの一端に連結され、
　前記第２駆動器の２つの制御端は前記マイクロコンピュータの２つの制御端に連結され
、
　前記第２駆動器の２つの入力端はそれぞれ被制御機器操作電源と前記マイクロコンピュ
ータとに連結されることを特徴とする請求項６記載の待機電力ゼロの電源制御装置。
【請求項８】
　レベルマッチング回路をさらに備え、
　前記レベルマッチング回路の入力端は前記信号誘導回路の出力端に連結され、出力端は
前記被制御機器の信号受信端に連結され、前記レベルマッチング回路は、入力レベルと前
記被制御機器のレベルとのマッチング及び被制御機器への信号入力に用いられることを特
徴とする請求項７記載の待機電力ゼロの電源制御装置。
【請求項９】
　前記信号誘導回路は赤外線信号受信回路であることを特徴とする請求項１又は７記載の
待機電力ゼロの電源制御装置。
【請求項１０】
　前記信号誘導回路は温度誘導回路であることを特徴とする請求項１又は７記載の待機電
力ゼロの電源制御装置。
【請求項１１】
　前記赤外線信号受信回路は第１赤外線信号受信回路と第２赤外線信号受信回路とを備え
、
　前記第１赤外線信号受信回路の一端は前記電池に連結され、その信号出力端は前記電源
切換回路に連結され、前記第１赤外線信号受信回路は、待機時に環境中の赤外線信号変化
を検出し、前記電源切換回路の前記電池との給電ラインをオンにすることに用いられ、
　前記第２赤外線信号受信回路の電源端は前記電源切換回路の出力端に連結され、その信
号出力端は前記マイクロコンピュータに連結され、前記第２赤外線信号受信回路は、受信
された赤外線コード信号を前記マイクロコンピュータに送信し、または同時に前記被制御
機器に送信することを特徴とする請求項９記載の待機電力ゼロの電源制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は家電領域に関するもので、特に家電の待機電力ゼロの電源制御装置に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　現在の家電領域における電源制御装置の従来方法として以下の２種類がある。
【０００３】
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　１）１つの電源（主にスイッチング電源を用いる）を待機電源として兼用し、大部分の
機能回路をオフにするときは依然として、元からあった制御、信号検出回路を利用する。
例えば、マイクロコンピュータ及び赤外線受信回路で待機を制御する。
【０００４】
　２）１つの補助交流電源（リニア電源またはスイッチング電源）を待機電源とし、元の
制御、検出回路と合わせて待機を制御する。例えば、マイクロコンピュータ及び赤外線受
信回路で待機を制御し、または独立の待機電源制御回路と合わせて待機を制御する。
【０００５】
　従来方法１において、待機電力消費は、電源と被制御機器機能回路の両方がある。
【０００６】
　一方、電源と被制御機器機能回路が軽負荷条件において、効率が低いのは、すべての動
力装置の通弊である。現代、スイッチング電源は定格負荷の条件において稼動効率が９０
％以上に達するが、軽負荷条件においては効率が依然として極めて低いため、待機時に大
きい電力消費を招いてしまう。電力消費が低い部品、材料及び先進的制御構成を採用して
、スイッチング電源の待機電力をある程度低下させているが、このような改良の過程は効
果がよくなく、待機電力の減少も緩慢である。それに、基礎電子部品の製造レベル及びス
イッチング電源の最新設計理論と方法に強く頼っている。
【０００７】
　もう一方、電源の待機電力が減少するにつれ、被制御機器機能回路自体の待機電力問題
が目立つようになっている。したがって、待機電力の減少は、被制御機器のすべての機能
回路に対し全体的な省エネ設計の問題に関係している。被制御機器の機能回路自体は複雑
であり、このような改良作業量が増え、技術的リスクも大きく、改良周期も長く、１つの
機器に対する省エネ設計結果は普遍的な適用性を備えていないため、大きな資金投入と人
材サポートが必要である。日々厳しくなる待機電力基準に対し、家電企業は重い改良プレ
ッシャーを受けている。
【０００８】
　従来方法２において、理想的方法は、被制御機器の待機電力指標を、補助電源（現在は
主にスイッチング電源を用いている）の定格作動点の設計指標にすることである。これに
よって、補助電源は待機機能を支持するときによりよい負荷状態にあり、効率が高くなる
ことで、電源からの待機電力は非常に低くなる可能性がある。待機電力をもっと少なくし
ようとすると、被制御機器の機能回路に対し改良を行わなければならない、または独立の
待機電源制御回路を用いなければならない。これによって、被制御機器の総待機電力は、
非常に低い値に下げられる。
【０００９】
　明らかに、このような方法は、高い直接的なコスト及び改良コストを支払わなければな
らない。
【００１０】
　社会文明の向上に伴い、多くの消費者（中国省エネ製品認証センターのサンプリング値
は８８％に達している）は、待機モードの方を好んでいる。交流待機モードの一番致命的
な問題点は、家電の厳しい運行環境と脆弱なスイッチング電源構成とがいずれも重大な安
全問題を抱えてしまうことである。これは、従来の交流待機方法では克服できない問題で
ある。
【００１１】
　これらの問題を鑑み、多くの研究者は、独立した待機電源制御装置を用いる解決方法を
提案している。その基本的考え方は以下の通りである。
【００１２】
　１）待機時は物理的に被制御機器の交流電源を遮断し、完全にオフする。それから独立
した待機電源制御装置を用いて、待機過程を制御する。
【００１３】
　２）当該待機電源制御装置へは、非交流電源を用いて給電する。
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【００１４】
　３）電源自体の損失は無視可能で、待機電源制御装置の待機電力は非交流電源の給電容
量になる。
【００１５】
　これによって、少なくとも以下の３つの効果が得られる。
【００１６】
　１）機器全体のマクロ待機電力（機器外部検出）はゼロになる。
【００１７】
　２）交流電源を完全にオフした後、本質的に安全な待機を実現できる。
【００１８】
　３）独立した待機電源制御装置は複雑ではなく、消費電力をかなり低くすることができ
る。したがって、被制御機器のミクロ待機消費電力（非交流電源の給電容量）も、低くす
ることができる。
【００１９】
　交流電源待機の観点からみると、現在の独立した待機電源制御装置の待機電力はかなり
少なくなっているので、さらに待機電力の低減可能性、実用価値及び相応する制御構成を
研究する人は少なく、多くは非交流電源の給電方法に集中している。現在の方法としては
、充電電池、太陽（光）電池、一次電池、充電されたコンデンサ及び各種組み合わせ待機
給電方法が含まれている。これらの方法の普遍的問題としては、高い複雑性と、コストの
増加、及び家電の特殊応用環境における各種問題がある。
【００２０】
　例えば、暗い中でテレビ番組を見る人は少ないので、光電池がリレーの駆動容量を満た
すだけで、この方法は殆ど実行できるのである。しかし、光線の照射角度が異なり、照射
強度が異なる状況では、使用者はリモコン制御の敏感度が明らかに変化することを感じ、
したがって製品の品質について疑うことになる。
【００２１】
　最も可能性のある充電電池方法は３つの重大な欠点がある。
【００２２】
　１）電池と付加的な回路はコストを大幅に増加させる可能性がある。
【００２３】
　２）電池の放電周期が終わる前に被制御機器を起動させることを保証しなければならな
い。そうしなければ、電池が放電を終え、電力がなくなった後、被制御機器を起動させる
ことができない。その他の救済措置はさらに操作の複雑さを増加させる。
【００２４】
　３）一番致命的な問題は、充電電池は被制御機器の寿命（例えばテレビは８－１０年の
安全使用期限）と同じ寿命を提供できないことである。
【００２５】
　一次塩化チオニルリチウム電池は１０－１５年の保存寿命を提供できる。理論的にいう
と、電池寿命期間内に消費した電力が、電池の給電容量より小さければ、電池の使用寿命
は１０－１５年に達することができる。しかし、電池のコストを最も低くするためには、
待機電源制御装置の総合待機電流を極端に小さいレベルまで下げなければならないので、
明らかにこれは極めて困難なことである。
【００２６】
　特許文献「省エネ赤外線検知受信システム（特許番号９８１１７６７０．４）」は、現
段階において最も理想に近い解決方法である。この方法は、待機状態で、電源制御装置自
体を休止状態にさせ、「独立に給電する超低電力前置検知回路（本明細書では、赤外線待
機回路と称する）」を用いて、リモコンからのリードコードをモニタリングする。このよ
うなリードコードが出された後に、電源制御装置が呼び出され、操作赤外線回路を起動し
、所要の制御目的を実現する。
【００２７】
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　このような方法は、マイクロコンピュータの休止状態を利用して制御装置の待機電力を
減少させようとしているが、同時に、現在の赤外線受信回路（操作赤外線受信回路）の待
機電力が大きすぎる問題も認識しており、待機―呼び出しモードを通じて待機電力を減少
させる目的を実現しようとしている。
【００２８】
　この方法の構造上の不足点を述べると、休止モードにおいて、マイクロコンピュータ及
び周辺回路は依然として電力を消費すること、２つの赤外線受信回路が必要であること、
電力回路（交流電源スイッチ）に対する解決方法を提供していないことである。交流電源
スイッチの制御問題を有効に解決しないと、この回路の消費電力を低くする意味がない。
総合的電力消費においては、待機電力は制御回路、赤外線受信回路だけではなく、もっと
重要なのは、さらにシステムの他の部分の非正常な損失である。例えば合理的な制御構造
がなければ、交流電源または被制御機器の運行中に交流電源がパワーダウンしたら、電池
が長期にわたりリレーに給電しなければならないので、電池が急激に消費されることにな
る。それに、「前置検知回路」の構成自体も十分に小さい待機電力を提供できないので、
小容量の電池で長期に給電するのは困難である。
【００２９】
　機能からみると、リモコンにリードコードと３８ｋｈｚデータコードとが連続して循環
するコーディングフォーマットを提供するように求められ、通常用いられるリモコンを用
いることができないし、待機回路の帯域幅が狭すぎるので、少数のコーディングフォーマ
ットにしか適用できない。なお、一次電池を用いて長期的に給電し、且つ待機呼び出しモ
ードに基づいて動作させると、マイクロコンピュータが長期的に通電リセットできないの
で、一旦ソフトシステムに混乱が生じると、装置全体が運行を回復できなくなる。
【００３０】
　したがって、依然として根本的に問題を解決できない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３１】
　本発明は、電力消費が少なく、待機安全を保証できる待機電力ゼロの電源制御装置を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００３２】
　上記の課題を解決するために、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、駆動器、中間
リレー、パワーリレー、信号誘導回路、被制御機器操作電源検出回路、電源切換回路、マ
イクロコンピュータ及び電池を備える。
【００３３】
　前記マイクロコンピュータは、前記駆動器を通じて前記中間リレーを制御し、前記中間
リレーの常時開接点と前記パワーリレーのコイルとは直列連結された後、２つの交流電源
線に跨って連結される。前記信号誘導回路の出力は前記電源切換回路の１つの制御端及び
マイクロコンピュータに至り、前記電池は前記信号誘導回路の電源端と前記電源切換回路
の１つの入力端とに連結され、前記電源切換回路のもう１つの入力端は被制御機器操作電
源に連結され、その出力を前記マイクロコンピュータ及び中間リレーの電源とし、その制
御端は前記マイクロコンピュータに連結される。
【００３４】
　前記被制御機器操作電源検出回路の入力端は、被制御機器操作電源に連結され、出力端
は前記マイクロコンピュータに連結され、被制御機器の起動中に被制御機器の操作電源が
正常に確立されたか否かの検出と、被制御機器の正常作動中に被制御機器の操作電源が正
常か否かの検出とに用いられる。
【００３５】
　前記マイクロコンピュータが前記被制御機器操作電源検出回路の「被制御機器操作電源
正常」の出力信号を受信した場合には、前記電源切換回路を制御して前記被制御機器操作
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電源の給電ラインをオンにする。
【００３６】
　前記信号誘導回路が待機命令を受信した場合には、前記マイクロコンピュータは前記駆
動器を通じて、前記中間リレーが被制御機器の電源を遮断するようにすると同時に、前記
電源切換回路を遮断する。
【００３７】
　前記電源切換回路は、前記マイクロコンピュータの命令に基づいて、前記被制御機器操
作電源と前記電池との中から１つを選んで、前記マイクロコンピュータと前記中間リレー
とに給電し、または給電ラインを遮断することに用いる。
【００３８】
　さらに、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の前記電源切換回路は、電圧低減フィル
タ回路と第２電源制御スイッチとを備え、前記電圧低減フィルタ回路の入力端は被制御機
器の操作電源に連結され、その出力端は前記第２電源制御スイッチの出力とともに、前記
電源切換回路の出力とする。
【００３９】
　前記第２電源制御スイッチの入力は前記電池に連結され、前記第２電源制御スイッチの
１つ目の制御端は前記信号誘導回路の出力端に連結される。前記第２電源制御スイッチの
２つ目の制御端は、前記マイクロコンピュータに連結される。
【００４０】
　さらに、前記電源切換回路は、前記電圧低減フィルタ回路の出力端と前記切換回路の出
力端とに直列連結された第１電源制御スイッチを備え、前記第１電源制御スイッチの出力
を前記電源切換回路の出力とし、前記第１電源制御スイッチの３つ目の制御端は前記マイ
クロコンピュータに連結され、前記第１電源制御スイッチは３つ目の制御端から信号を受
信して被制御機器操作電源の給電ラインのオンまたはオフを制御する。
【００４１】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置は、前記中間リレーと前記パワーリレー
との間に直列連結された交流電源検出回路をさらに備え、その出力は前記マイクロコンピ
ュータに至り、前記パワーリレーの通電状況の検出に用いられる。
【００４２】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置は、２つの入力端がそれぞれ前記被制御
機器操作電源と前記電池とに接続され、その出力端が前記信号誘導回路に至る電源変換回
路をさらに備え、被制御機器の操作電源が存在するときには、前記被制御機器操作電源が
前記信号誘導回路に給電するようにし、そうでなければ前記電池が前記信号誘導回路に給
電するようにする。
【００４３】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置は、入力端が被制御機器作動状態指示回
路に連結され、出力端が前記マイクロコンピュータに連結された被制御機器作動状態検出
回路をさらに備え、前記被制御機器の作動状態の検出に用いられる。
【００４４】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置は、入力端が前記信号誘導回路の出力端
に連結され、出力端が前記被制御機器の信号受信端に連結されたレベルマッチング回路を
さらに備え、入力レベルと被制御機器のレベルとのマッチング及び被制御機器への信号入
力に用いられる。
【００４５】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置は、第２駆動器をさらに備え、前記駆動
器の出力端と前記中間リレーのコイルの一端とが連結され、前記第２駆動器の２つの制御
端と前記マイクロコンピュータの２つの制御端とが連結され、前記第２駆動器の２つの入
力端が、被制御機器操作電源と前記電池とにそれぞれ連結され、前記第２駆動器の入力端
と前記中間リレーのコイルの他方の一端とが連結される。
【００４６】
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　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置の前記信号誘導回路は、赤外線信号受信
回路である。
【００４７】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置の前記信号誘導回路は、温度誘導回路で
ある。
【００４８】
　さらに、本発明の待機電源ゼロの電源制御装置の前記赤外線信号受信回路は、第１赤外
線信号受信回路と第２赤外線信号受信回路とを備え、第１赤外線信号受信回路の一端は前
記電池に連結され、その信号出力端は前記電源切換回路に連結され、待機時の環境の赤外
線信号変化の検出に用いられる。第２赤外線信号受信回路の電源端は前記電源切換回路の
出力端に連結され、その信号出力端は前記マイクロコンピュータに連結され、且つ受信し
た赤外線コード信号を前記マイクロコンピュータ送信し、または同時に前記被制御機器に
送信する。
【発明の効果】
【００４９】
　従来の技術に比べて、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の有益な効果は以下の通り
である。
【００５０】
　１．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置において、前記信号誘導回路が待機命令を受
信した場合、前記マイクロコンピュータは前記駆動器を通じて、前記中間リレーの駆動を
停止し、被制御機器の交流電源を遮断するとともに、前記電源切換回路を通じて、前記マ
イクロコンピュータと前記中間リレーとの電源を遮断する。したがって、前記被制御機器
が待機状態にある場合には、本発明の待機消費電力ゼロの電源制御装置の部品のうち、前
記信号誘導回路のみが前記電池により給電され、即ち電力消費があり、その他の部品の電
源は遮断され、即ち電力を消費できないことになる。したがって、本発明の待機消費電力
ゼロの電源制御装置の電力消費は非常に低くなる。
【００５１】
　また、通常の設計において、マイクロコンピュータにより機能回路をオフにする弊害を
避けることができるので、マイクロコンピュータのピンを省略することができ、回路の複
雑性を小さくすることができる。毎回のマイクロコンピュータの起動時には、自動的に通
電リセットを完成させることができるので、マイクロコンピュータの長期運行により現れ
るミスを避けることもできる。なお、本発明は呼び出し機能のないマイクロコンピュータ
にも適用できるので、適用性はさらに広い。
【００５２】
　２．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、被制御機器が待機状態にあるときに、物
理的に前記被制御機器の交流電源を遮断するので、本質的に安全な待機を実現することが
できる。
【００５３】
　３．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、被制御機器が待機状態にあるとき、前記
マイクロコンピュータの電源を完全にオフにするので、前記マイクロコンピュータの待機
電流及びピンのリーク電流の総待機電流への影響を避けることができる。待機電流の総量
及び離散程度が低減されるので、本発明の待機消費電力ゼロの電源制御装置の待機電流は
完全に前記信号誘導回路の待機電流によって決められる。
【００５４】
　４．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置のもう１つの技術方法として前記中間リレー
の接点と前記パワーリレーのコイルとの間に直列連結された交流電源検出回路が用いられ
、その出力は前記マイクロコンピュータに至り、前記パワーリレーの通電状況の検出に用
いられる。上述の本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の技術方法において、前記信号誘
導回路が信号を受信した場合、前記信号誘導回路の出力パルスは前記電源切換回路をオン
にし、前記電池が前記マイクロコンピュータに給電するようにさせる。前記マイクロコン
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ピュータがリセットして起動した後、前記電源切換回路に電源維持信号を出力して前記電
池の給電ラインを維持するとともに、前記マイクロコンピュータは前記信号に対し判断を
行い、もし被制御機器の起動信号であれば、前記マイクロコンピュータは前記駆動器を通
じて前記中間リレーのコイル電源をオンにし、前記中間リレーの常時開接点が閉じられた
後、前記パワーリレーコイルの交流電源をオンにし、前記パワーリレーの常時開接点が閉
じられた後、前記被制御機器の交流電源をオンにし、一定の時間が経過した後、正常の状
況であれば被制御機器の操作電源が確立される。
【００５５】
　前記交流電源検出回路は、前記中間リレーの常時開接点が閉じられた後に、直ちに前記
パワーリレーのコイルを駆動する交流電源が生成するか否かを検出することに用いること
ができ、前記マイクロコンピュータは、これに基づいて交流電源のオン過程を続けるか否
かを判断する。もし、前記交流電源検出回路が交流電源の存在を検出した場合には、前記
マイクロコンピュータは前記中間リレーが既に接点を閉じる過程を終了したと認識し、か
つ、前記駆動器を通じて前記中間リレーが低消費電力で接点を閉じた状態を維持するよう
にする。もし前記交流電源検出回路がすぐに交流電源を検出できなかった場合には、直ち
に前記中間リレーに対する駆動を取り消す。前記交流電源検出回路は、また被制御機器の
正常運行過程において、交流電源がパワーダウンしたことをすぐに見つけるので、直ちに
前記中間リレーに対する駆動を取り消すことができる。このような制御方法を採用するこ
とにより、被制御機器の起動過程及び一部の非正常状況においての前記電池容量の急激な
消費を大幅に低減することができる。
【００５６】
　被制御機器交流電源を前記被制御機器操作電源検出回路に接続して被制御機器操作電源
の確立を検出する期間中、前記マイクロコンピュータ、特に中間リレーは前記電池により
給電されるので、前記電池の容量消費は多くなる。そのため、被制御機器操作電源検出回
路を通じて、被制御機器操作電源の状況を検出し、且つ前記マイクロコンピュータに知ら
せ、前記電源切換回路が前記マイクロコンピュータの給電電源を被制御機器操作電源に切
り換えるように制御することができる。また、前記マイクロコンピュータが所定の時間内
に被制御機器の操作電源を検出できなかった場合には、直ちに前記中間リレーに対する駆
動を取り消し、電池容量が無駄に消費されることを避ける。よって、前記電池の消費をさ
らに低減することができる。即ち、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の電力消費をさ
らに低減することができる。
【００５７】
　５．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置のもう１つの技術方法においては、２つの入
力端がそれぞれ前記被制御機器操作電源と前記電池とに連結され、出力端が前記信号誘導
回路に至る電源変換回路を採用して、前記被制御機器操作電源があるときは、前記被制御
機器操作電源が前記信号誘導回路に給電するようにし、そうでなければ、前記電池が前記
信号誘導回路に給電するようにする。前記の技術方法において、前記被制御機器が待機状
態にあるか、それともオン状態にあるかを問わずに前記電池が前記信号誘導回路に給電し
たが、この技術方法における前記電源変換回路は、前記被制御機器が接続されたときには
、被制御機器操作電源を用いて前記信号誘導回路に給電する。即ち、前記信号誘導回路と
前記電池とのラインを遮断することにより、前記電池の消費をさらに低減した。言い換え
れば、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の電力消費をさらに低減した。
【００５８】
　６．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置のもう１つの技術方法においては、入力端が
被制御機器作動状態指示回路に連結され、出力端が前記マイクロコンピュータの被制御機
器作動状態検出回路に連結される方法を採用して、前記被制御機器の作動状態を検出する
。被制御機器の無信号シャットダウン、例えば定期シャットダウン等、つまり前記信号誘
導回路が待機信号を受信していないが、被制御機器は既に待機状態にあるこのような状況
においては、前記被制御機器作動状態検出回路が、前記被制御機器が待機状態にあること
を検出した場合には、前記マイクロコンピュータに知らせ、前記マイクロコンピュータも
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自動的に前記マイクロコンピュータ及び前記中間リレーの電源をオフにする。これによっ
て、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置において、前記信号誘導回路以外のその他の部
品の電源は全部オフになる。
【００５９】
　７．本発明の待機電力ゼロの電源制御装置のもう１つの技術方法においては、入力端が
前記信号誘導回路の出力端に連結され、出力端が前記被制御機器に連結される前記レベル
マッチング回路を採用し、前記レベルマッチング回路は前記被制御機器の操作電源を用い
て給電される。前記レベルマッチング回路は、入力信号レベルと前記被制御機器の信号レ
ベルとのマッチング、且つ信号を前記被制御機器に入力することに用いられる。信号受信
回路のない被制御機器に対し、この方法を用いれば、信号を被制御機器に入力して、被制
御機器に対し制御を行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６０】
　図１に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、駆動器１、中間リレー２
、パワーリレー３、被制御機器操作電源検出回路５、信号誘導回路６、電源切換回路７、
マイクロコンピュータ８及び電池９を備える。前記マイクロコンピュータ８は、前記駆動
器１を通じて前記中間リレー２の動作を制御し、前記中間リレー２の常時開接点２１は前
記パワーリレー３のコイル３０に直列連結してから２つの交流電源線に跨って連結される
。前記信号誘導回路６の出力端は前記電源切換回路７の１つの制御端及び前記マイクロコ
ンピュータ８に連結される。前記電池９の一端は接地し、もう一端は前記信号誘導回路６
の入力端と前記電源切換回路７の１つの入力端とに連結される。前記電源切換回路７のも
う１つの入力端は被制御機器の操作電源に連結され、その出力端は前記マイクロコンピュ
ータ８と中間リレー２の電源端とに連結され、残り２つの制御端は前記マイクロコンピュ
ータ８に連結される。
【００６１】
　前記被制御機器操作電源検出回路５の入力端は被制御機器操作電源に連結され、出力端
は前記マイクロコンピュータ８に連結され、被制御機器１３の操作電源の検出に用いられ
る。前記マイクロコンピュータ８が前記被制御機器操作電源検出回路５の出力信号を受信
したときは、前記電源切換回路７が前記被制御機器操作電源給電ラインに接続するように
制御する。前記信号誘導回路６が待機命令を受信したときは、前記マイクロコンピュータ
８は前記駆動器１を通じて、前記中間リレー２のコイル２０の電源をオフにし、これによ
り被制御機器１３の電源を遮断するとともに、前記電源切換回路７をオフにする。
【００６２】
　前記電源切換回路７は、前記マイクロコンピュータ８の命令に基づいて、前記被制御機
器操作電源と前記電池との中から１つ選んで前記マイクロコンピュータ８と前記中間リレ
ー２とに給電し、または待機時に２つの回路の電源を完全にオフにすることを決めること
に用いられる。
【００６３】
　被制御機器１３が待機状態にあるときは、電池９によって本発明の待機消費電力ゼロの
電源制御装置の信号誘導回路６に給電され、その他の部品は電源オフの状態になる。前記
信号誘導回路６が信号を受信したら、前記信号誘導回路６の出力パルスは前記電源切換回
路７をオンにすることにより、前記電池９が前記マイクロコンピュータ８に給電するよう
にする。前記マイクロコンピュータ８がリセットして起動した後、前記電源切換回路７に
電源維持信号を出力し、前記電池９の給電ラインを維持するようにするとともに、前記マ
イクロコンピュータ８は前記信号誘導回路６から受信した信号を判断する（例えば赤外線
コード）。もし被制御機器１３の起動でなければ、前記マイクロコンピュータ８は前記切
換回路７の電源維持信号を取り消し、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置はまた前記信
号誘導回路６が動作する状態に戻り、前記マイクロコンピュータ８等その他の部品はオフ
状態になる。もし被制御機器１３の起動であれば、前記マイクロコンピュータ８は前記駆
動器１を通じて前記中間リレー２のコイル２０の電源をオンにし、さらに前記パワーリレ
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ー３をオンにして被制御機器１３を起動（スイッチをオンにする）させる。被制御機器が
起動してから一定の時間が経過して、被制御機器の操作電源が形成される。前記被制御機
器操作電源検出回路５は被制御機器操作電源を検出した後、前記マイクロコンピュータ８
に信号を送信し、前記マイクロコンピュータ８はこの信号を受信した後、前記電源切換回
路７を制御し、前記電池９の給電ラインを遮断し、被制御機器操作電源給電ラインに接続
する。
【００６４】
　したがって、前記被制御機器１３が作動状態にあるときは、被制御機器操作電源が本発
明の待機電力ゼロの電源制御装置の前記信号誘導回路６以外のその他の部品に給電するこ
とにより、前記電池９の消費を低減し、前記電池９の使用時間を延長する。
【００６５】
　被制御機器１３の作動状態において、前記信号誘導回路６は待機信号を受信したら、そ
れを前記マイクロコンピュータ８に伝送し、前記マイクロコンピュータ８は前記駆動器１
を通じて前記中間リレー２を遮断し、さらに前記パワーリレー３を遮断する。即ち、被制
御機器１３の交流電源は完全にオフになり、被制御機器操作電源は消えるので、前記電源
切換回路７も出力がなく、前記マイクロコンピュータ８及び前記中間リレー２の電源が遮
断される。被制御機器１３の電源が完全に遮断されたということは、つまり被制御機器１
３が待機状態にあるとき、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置において、前記信号誘導
回路６のみ前記電池９により給電され、その他の部品はオフ状態になる。
【００６６】
　図３に示すように、前記電源切換回路７は、電圧低減フィルタ回路７０と第２電源制御
スイッチ７２とを備えている。前記電圧低減フィルタ回路７０の入力端は被制御機器操作
電源に連結され、その出力端は前記第２電源制御スイッチ７２の出力とともに前記電源切
換回路７の出力となる。
【００６７】
　前記第２電源制御スイッチ７２の入力端は前記電池９に連結され、前記２電源制御スイ
ッチ７２の１つ目の制御端Ａは前記信号誘導回路６の出力端に連結され、前記第２電源制
御スイッチ７２の２つ目の制御端Ｂは前記マイクロコンピュータ８に連結される。
【００６８】
　被制御機器操作電源は電圧低減フィルタ回路７０を通過した後、前記第２電源制御スイ
ッチ７２を通過した電流より少しでも高ければ、すぐに自動的に前記電池９の給電が封鎖
され、被制御機器操作電源により給電される。
【００６９】
　図３に示すように、前記電源切換回路７はさらに前記電圧低減フィルタ回路７０と前記
電源切換回路７の出力端との間に直列連結された第１電源制御スイッチ７１を備える。
【００７０】
　前記第１電源制御スイッチ７１の出力は前記電源切換回路７の出力とし、前記第１電源
制御スイッチ７１の３つ目の制御端Ｃは前記マイクロコンピュータ８に連結される。
【００７１】
　前記第１電源制御スイッチ７１は３つ目の制御端Ｃから信号を受信し、被制御機器操作
電源給電ラインのオンとオフとを制御する。
【００７２】
　前記電圧低減フィルタ回路７０の入力端は被制御機器操作電源に連結され、その出力端
は第１電源制御スイッチ７１の入力端に至る。前記第２電源制御スイッチ７２の出力端は
前記電池９に連結され、前記第１電源制御スイッチ７１の出力と前記第２電源制御スイッ
チ７２の出力とを前記電源切換回路７の出力とする。前記第１電源制御スイッチ７１の３
つ目の制御端Ｃは前記マイクロコンピュータ８に連結され、前記第２電源制御スイッチ７
２の１つ目の制御端Ａは前記信号誘導回路６の出力端に連結される。前記第２電源制御ス
イッチ７２の２つ目の制御端Ｂは前記マイクロコンピュータ８に連結される。
【００７３】
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　前記信号誘導回路６に出力パルスがあるときは、この出力パルスは１つ目の制御端Ａを
通じて、第２電源制御スイッチ７２を前記電池９の給電ラインに接続させる。前記マイク
ロコンピュータ８は２つ目の制御端Ｂと３つ目の制御端Ｃを通じて制御信号を送信して、
前記第１電源制御スイッチ７１が被制御機器操作電源給電ラインに接続するように制御し
、または、前記第２電源制御スイッチ７２が前記電池９の給電するのを維持し、またはこ
の２つの給電ラインを完全にオフにするように制御する（注釈：電池９の給電ラインがオ
ンになったときに、被制御機器操作電源の給電ラインがオフになる。逆もまた同様である
。）。
【００７４】
　被制御機器１３が待機状態にある場合には、前記電源切換回路７は完全にオフになり、
信号がある状況のみにおいて、信号誘導回路６が前記電源切換回路７を始動させ、第２電
源制御スイッチ７２をオンにする。オンになっている期間中に、前記マイクロコンピュー
タ８が通電起動され、且つ電源制御信号を２つ目の制御端Ｂに出力する。信号が消えた後
、第２電源制御スイッチ７２は依然としてオンの状態を維持することができ、これによっ
て、前記マイクロコンピュータ８への給電を保証できる。
【００７５】
　前記マイクロコンピュータ８が被制御機器１３を起動する信号を受信できなかった場合
は、前記第２電源制御スイッチ７２の２つ目制御端Ｂの制御信号を取り消し、これによっ
て、前記マイクロコンピュータ８の電源が完全に遮断される。
【００７６】
　前記マイクロコンピュータ８が被制御機器１３を起動する信号を受信し、且つ被制御機
器操作電源が正常であると検出した場合は、被制御機器が起動に成功したことを表すため
、前記マイクロコンピュータ８はまず３つ目の制御端Ｃを通じて第１電源制御スイッチ７
１をオンにして、それから２つ目の制御端Ｂを通じて第２電源制御スイッチ７２をオフに
する。即ち、前記電池９の給電ラインをオフにし、被制御機器操作電源給電ラインをオン
にする。この場合、前記電池９は電流を出力しない。
【００７７】
　この過程において、交流電源の供給が停止された場合、前記マイクロコンピュータ８は
第１電源制御スイッチ７１をオフにし、前記中間リレー２に対する駆動を取り消し、また
は被制御機器操作電源の消失に伴い、前記中間リレー２の駆動も自動的に取り消される。
これによって、交流電源が再び回復されても、前記マイクロコンピュータ８が自動的に起
動することがないよう保証した。
【００７８】
　さらに、図１に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置はさらに前記中間リ
レー２の常時開接点２１と前記パワーリレー３のコイル３０との間に直列連結された交流
電源検出回路４を備え、その出力は前記マイクロコンピュータ８に至り、前記パワーリレ
ー３の通電状況を検出することに用いる。
【００７９】
　前記マイクロコンピュータ８が前記駆動器１を通じて、前記中間リレー２の常時開接点
を閉じる場合、前記交流電源検出回路４が前記中間リレー２の接点と前記パワーリレー３
のコイル３０との間に直列連結されているので、交流電源が存在したら、前記交流電源検
出回路４はマイクロコンピュータ８に「交流電源正常」の信号を送信する。これは、パワ
ーリレー３のコイル３０が既に正常に駆動され、交流電源が既に被制御機器１３に入り、
被制御機器のスイッチ電源システムはもうすぐ起動されることを表す。前記マイクロコン
ピュータ８はこの信号を受信した後、駆動器１を通じて中間リレー２が低電力消費維持状
態にあるようにする一方、引き続き起動プログラムを行い、被制御機器操作電源検出回路
５を通じて、被制御機器１３の操作電源の状況を検出する。所定の時間内にマイクロコン
ピュータ８が被制御機器操作電源を検出できなかったら、被制御機器１３が故障している
ことを示し、マイクロコンピュータ８は駆動器１を通じて直ちに中間リレー２に対する駆
動を取り消すとともに、第２電源制御スイッチ７２に対する駆動を取り消し、マイクロコ
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ンピュータ８の給電電源をオフにする。所定の時間間隔において、マイクロコンピュータ
８が被制御機器１３が出力する正常の操作電源を検出したら、マイクロコンピュータは３
つ目の制御端Ｃを通じて第１電源制御スイッチ７１に対する駆動を出力するとともに、第
２電源制御スイッチ７２に対する駆動を取り消し、マイクロコンピュータ８の給電電源を
、被制御機器１３の操作電源に切り換える。マイクロコンピュータ８が正常検出制御状態
に入り、交流電源がオフになる状況が現れるまで、直流電源は消え、被制御機器１３は自
動的に待機に入り、または待機コード命令を受信したら、マイクロコンピュータ８がシャ
ットダウンプログラムを起動する。
【００８０】
　さらに、図１に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、２つの入力端が
それぞれ前記被制御機器操作電源と前記電池９とに連結され、その出力端が前記信号誘導
回路６に至る電源変換回路１０をさらに備え、前記被制御機器操作電源が存在するときに
、前記被制御機器操作電源が前記信号誘導回路６に給電するようにし、そうでなければ、
前記電池が前記信号誘導回路６に給電するようにする。
【００８１】
　被制御機器操作電源が正常であれば、前記電源変換回路１０は自動的に被制御機器操作
電源が前記信号誘導回路６に給電することに切り換える。これによって、前記被制御機器
１３が作動状態にあるときに、前記信号誘導回路６の電源は、電池９ではなく、被制御機
器操作電源により提供することになり、したがって、電池９の消費をさらに低減すること
ができる。
【００８２】
　さらに、図１に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、入力端が被制御
機器の作動状態指示回路に連結され、出力端が前記マイクロコンピュータ８に連結された
被制御機器作動状態検出回路１１をさらに備え、前記被制御機器１３の作動状態を検出す
る。
【００８３】
　一部の状況において、例えば被制御機器１３の無信号シャットダウン、定期シャットダ
ウンの場合など、このような状況において、前記信号誘導回路６が待機命令を受信してい
ないが、被制御機器が実際には既に待機している場合は、前記被制御機器作動状態検出回
路１１はそのときの被制御機器１３の作動状態を検出することができる。もし被制御機器
１３の作動状態が待機状態にあるときは、前記マイクロコンピュータ８は前記駆動器１を
通じて前記中間リレー２に対する駆動を取り消し、さらにパワーリレー３を通じて前記被
制御機器１３が完全にオフになるようにする。
【００８４】
　さらに、図１に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置は、入力端が前記信
号誘導回路６の出力端に連結され、出力端が前記被制御機器１３の信号入力端（例えばＲ
Ｆ－ＩＮ）に連結されたレベルマッチング回路１２をさらに備え、信号誘導回路６の信号
レベルと前記被制御機器１３の信号レベル間のマッチングを実現し、且つ信号を前記被制
御機器１３に入力する。もし信号誘導回路の信号電気レベルと前記被制御機器１３の信号
レベルが一致する場合は、レベルマッチング回路１２は必要ない。
【００８５】
　前記信号誘導回路６が受信した信号はレベルマッチング回路を通過した後、被制御機器
１３に入力されるので、被制御機器１３の信号誘導回路を省略することができ、被制御機
器１３をさらに簡易化することができる。
【００８６】
　図１に示すように、中間リレー２はコイル２０と常時開接点２１とを備え、コイル２０
の一端は駆動器１の出力に連結され、他端は電源切換回路７の出力に連結される。常時開
接点２１の一端は直接１つの交流電源線に連結され、他端は前記交流電源検出回路４に連
結される。コイル２０は駆動器１の駆動を受け、前記常時開接点２１を閉じる。
【００８７】
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　パワーリレー３はコイル３０と常時開接点３１とを備え、コイル３１の一端はもう１つ
の交流電源線に直接連結され、他端は交流電源検出回路４を通じて、中間リレー２の常時
開接点２１に直列連結される。
【００８８】
　図１の前記信号誘導回路６については、例えばテレビ等の被制御機器が赤外線信号を受
信できる場合は、赤外線信号受信回路を用いることができ、例えば冷蔵庫等の被制御機器
１３が赤外線信号を受信できないが温度を感知検出できる場合は、温度誘導回路を用いる
ことができる。同じように、前記信号誘導回路６はまた人体検出回路等も用いることがで
きる。
【００８９】
　図４に示すように、本発明の待機消費電力ゼロの電源制御装置はさらに第２駆動器１４
を備える。前記駆動器１の制御端と前記マイクロコンピュータ８の１つ目の制御端とが連
結され、前記駆動器１の出力端と中間リレー２のコイル２０の一端とが連結される。前記
第２駆動器１４の２つの制御端は前記マイクロコンピュータ８の２つの制御端に連結され
、前記第２駆動器１４の２つの入力端はそれぞれ被制御機器操作電源と前記電池９とに連
結され、前記第２駆動器１４の出力端は前記中間リレー２のコイル２０の他端に連結され
る。
【００９０】
　この構成を採用すれば、中間リレー２の大きな駆動電流のマイクロコンピュータ８の給
電電源に対する干渉を避けることができるので、システムの信頼性を高めることに有利で
ある。
【００９１】
　これから、具体的な実施例を通じて、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の具体的な
技術方法について詳しく説明する。
【００９２】
　図２に示すように、被制御機器１３の操作電源は＋５Ｖである。前記信号誘導回路６は
赤外線信号受信回路を用いて、赤外線信号受信回路６の操作電源はＶＤＤ１で、本発明の
待機電力ゼロの電源制御装置の操作電源はＶＤＤである。赤外線信号受信回路６の出力信
号ＲＦ―ＩＮ０はマイクロコンピュータ８の８号ピン、レベルマッチング回路６の電界効
果トランジスタＴ４のゲート及び電源切換回路７の制御端Ａに連結される。赤外線信号が
ないときには、制御端Ａに入力される信号は高レベルであり、電源切換回路７に対し制御
作用がない。マイクロコンピュータ８の４号ピンはゼロレベルであり、ダイオードＤ５、
抵抗Ｒ１１及びコンデンサＣ１を介して電界効果トランジスタＴ１１に連結され、電界効
果トランジスタＴ１１をオフにする。電界効果トランジスタＴ１１のドレインは抵抗Ｒ１
０を介してトランジスタＴ１０のベースに連結され、トランジスタＴ１０はベースが開放
されることにより電池９の給電ラインをオフにする。また、待機状態において、被制御機
器の＋５Ｖの操作電源が消えるので、マイクロコンピュータ８等のシステムの給電は完全
にオフになる。この場合、一次電池９は電源変換回路１０のダイオードＤ３、フィルタコ
ンデンサＣ２を通じて赤外線信号受信回路６に給電する。赤外線信号がないときは、赤外
線信号受信回路６の出力は高レベルを維持する。これによって、システム全体において、
赤外線信号受信回路６だけが作動状態を維持し、その他のいずれの回路は全部オフにされ
、赤外線受信回路６のみ静態待機電力を消費する。
【００９３】
　その制御プロセスは以下の通りである。即ち、赤外線信号受信回路が一旦外部の赤外線
コード信号を検出した場合は、高レベルパルスと低レベルパルスとからなるパルス列（ト
レイン）を出力する。低レベルパルスは電源切換回路７の制御端Ａを通じて、トランジス
タＴ１０のベースがダイオードＤ６及び抵抗Ｒ１０を介して低レベルに接続するようにし
、これによって、トランジスタＴ１０がオンになり、電池９がトランジスタＴ１０を通じ
てＶＤＤを生成し、マイクロコンピュータ８が通電起動される。マイクロコンピュータ８
はまず、４号ピンを通じて高電気レベル信号を出力し、これによって、電源切換回路７の
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電界効果トランジスタＴ１１は、そのゲートがダイオードＤ５及びＲ１１を通じて高レベ
ル信号を得ることにより、オンになる。したがって、赤外線コードの低レベル信号が消え
ても、マイクロコンピュータ８は依然として給電を維持することができる。その後、マイ
クロコンピュータ８は８号ピンを通じて赤外線コードを受信する。
【００９４】
　マイクロコンピュータ８が正しい赤外線コードを受信できなかったら、適当に時間を延
ばした後、４号ピンに低レベル信号を出力して電源切換回路７の制御端Ｂに送ることによ
り、電池給電ラインをオフにし、これによって、マイクロコンピュータ８は再びシャット
ダウンされる。
【００９５】
　マイクロコンピュータ８が正しい赤外線コード（被制御機器を起動するコード）を受信
した場合には、マイクロコンピュータ８は２、３号ピンを通じて駆動器１の２つの制御端
に高レベル信号を出力して、これにより、中間リレー２のコイル２０が電力を得て、その
常時開接点２１は閉じられ、パワーリレー３のコイル３０が交流電源に接続される。マイ
クロコンピュータ８は交流電源検出回路４を通じて、交流電源の状況を検出する。駆動器
１が電界効果トランジスタＴ８、Ｔ７及び抵抗Ｒ８を採用する目的は、中間リレー２の維
持段階においての電力消費を低減するためである。
【００９６】
　所定の時間内にマイクロコンピュータ８が１号ピンを通じて交流電源を検出できなかっ
た場合には、マイクロコンピュータ８は交流電源が存在しないと理解し、まず、駆動器１
の２つの電界効果トランジスタＴ７、Ｔ８に対する駆動を取り消し、中間リレー２のコイ
ル２０に対する給電をオフにし、その後４号ピンを通じて低レベル信号を出力して、電源
切換回路７の一次電池９の給電ラインをオフにし、これによりマイクロコンピュータ９が
シャットダウンされる。
【００９７】
　もし所定の時間内にマイクロコンピュータ８が交流電源をすぐに検出できた場合には、
中間リレー２に対する駆動を維持する一方、パワーリレー３の接点は閉じられ、これによ
って被制御機器１３の交流電源がオンになる。
【００９８】
　正常状況において、被制御機器１３のスイッチング電源は所定の時間内に正常に起動し
、＋５Ｖの操作電源を出力する。これは、被制御機器１３が既に作動待機状態にあること
を表す。マイクロコンピュータ８はまず６号ピンを通じて低レベル信号を電源切換回路７
の制御端Ｃに出力し、これにより、＋５Ｖの電源はダイオードＤ８、Ｄ７及び既にオンな
ったトランジスタＴ９を通じて、マイクロコンピュータ８の操作電源ＶＤＤに接続すると
ともに、マイクロコンピュータ８は４号ピンを通じて低レベル信号を出力して電池９の給
電ラインをオフにする。これによって、マイクロコンピュータ８は被制御機器の＋５Ｖの
電源のみの支持によって作動する。
【００９９】
　一方、マイクロコンピュータ８は赤外線受信回路６を通じて、赤外線コードを検出し、
シャットダウンコードであったらすぐにシャットダウンプログラムを起動する。まず、駆
動器１に対する駆動を取り消し、中間リレー２及びパワーリレー３のコイル３０が電力を
なくすことにより、接点３１を開放して、これにより、被制御機器１３の交流電源をオフ
にするとともに、電源切換回路７を通じてマイクロコンピュータ８の＋５Ｖの給電ライン
をオフにすることによりマイクロコンピュータ８をシャットダウンする。
【０１００】
　もう一方、赤外線信号受信回路６の出力コードは、電界効果トランジスタＴ４、Ｔ５、
抵抗Ｒ２、Ｒ３により構成されるレベルマッチング回路１２を通じて、赤外線コードを被
制御機器１３に伝送し、それに相応する機能を果たすようにする。
【０１０１】
　また、被制御機器１３の正常運行過程において、マイクロコンピュータ８は作動状態検
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出回路１１を通じて、被制御機器の作動状況を検出し、関連する機能の実現に協力する。
【０１０２】
　マイクロコンピュータ８はまた抵抗Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、電界効果トランジスタＴ６によ
り構成される操作電源検出回路５を通じて、＋５Ｖの電源の検出をすることもでき、これ
により直ちに相応する制御動作を完成する。
【０１０３】
　図１乃至２に示すように、本実施例においてはテレビ１３に対して電源制御を行う。電
源変換回路１０の２つの入力端はそれぞれテレビの操作電源と電池９とに連結され、その
出力端は赤外線信号受信回路６の電源端に連結される。電源切換回路７の２つの入力端は
それぞれテレビの操作電源と電池９とに連結され、その３つの制御端はそれぞれマイクロ
コンピュータ８及び赤外線信号受信回路６に連結され、出力端はマイクロコンピュータ８
及び中間リレー２のコイル２０の１つの端子に連結される。駆動器１の２つの制御端はそ
れぞれマイクロコンピュータ８の主回路制御出力に連結され、もう一端は中間リレー２の
コイル２０のもう１つの端子に連結される。中間リレー２の常時開接点２１、交流電源検
出回路４、及びパワーリレー３のコイル３０は直列連結されてから２２０Ｖの交流電源に
連結され、パワーリレー３の常時開接点３１はテレビ１３の交流主回路に連結される。赤
外線信号受信回路６の出力は直接マイクロコンピュータ８の１つのポート、レベルマッチ
ング回路１２及び電源切換回路７に連結され、レベルマッチング回路１２の出力はテレビ
１３の赤外線信号入力端に連結され、レベルマッチング回路６にはテレビの操作電源によ
り給電される。テレビ１３の作動状態とテレビ操作電源とは、それぞれテレビ作動状態検
出回路１１とテレビ操作電源検出回路５とを介して、マイクロコンピュータ８に連結され
る。交流電源検出回路４の出力とマイクロコンピュータ８の入力ポートは直接連結され、
コイル３０に流れる電流変化を検出することにより、交流電源の存在状況を判断する。
【０１０４】
　テレビ１３が消された後、即ちテレビ１３が待機状態にある場合、本発明の待機電力ゼ
ロの電源制御装置において、赤外線信号受信回路６のみ電源変換回路１０を通じて電池９
により給電されて作動状態にあり、その他の部品はすべてオフにされ、消費電力ゼロの状
態にある。リモコンのいずれかのボタンを押すたびに、赤外線信号受信回路６の出力パル
スは、電源切換回路７を通じて一時的に電池９に接続され、電池９によってマイクロコン
ピュータ８に操作電源を提供する。マイクロコンピュータ８はリセットして起動されてか
ら、まず電源切換回路７に電源維持信号を出力して、電池９の給電ラインを維持するとと
もに、マイクロコンピュータ８は赤外線受信回路６の赤外線コードを受信する。マイクロ
コンピュータ８が予め設定された電源制御コードを受信できなかった場合は、電源切換回
路７の電源維持信号を取り消し、再び赤外線信号受信回路６が作動し、マイクロコンピュ
ータ８がオフになる状態に戻る。マイクロコンピュータ８がテレビ１３を起動する制御コ
ードを受信した場合は、駆動器１を通じて中間リレー２を駆動し、常時開接点２１を閉じ
る。このとき、マイクロコンピュータ８は交流電源検出回路４を通じてパワーリレー３の
コイル３０の通電状況を検出する。中間リレー２の所定駆動時間の後に、マイクロコンピ
ュータ８がまだパワーリレー３のコイル３０の駆動電流を検出できなかったら、中間リレ
ー２に対する駆動を取り消し、且つ電源をオフにする。コイル３０に対する駆動が正常で
、マイクロコンピュータ８が所定の時間内にテレビ操作電源検出回路５を通じてテレビ操
作電源を検出した場合は、テレビ１３は正常の作動状態に入る。マイクロコンピュータ８
は同時に電源切換回路７を通じて、テレビの操作電源の給電ラインをオンにし、電池９と
の給電ラインをオフにする。もう一回リモコン電源制御ボタンを押し、またはその他のい
ずれかの機能ボタンを押すと、テレビは正常使用状態に入る。テレビ１３の正常作動過程
において、テレビリモコンの電源制御（待機）ボタンを押すと、マイクロコンピュータ８
はコイル２０に対する駆動を取り消し、常時開接点２１と常時開接点３１とは開かれ、テ
レビ１３の交流電源は遮断され、機能は停止する。テレビの正常作動過程においても、電
池９の給電ラインはオフになり、一旦交流電源のパワーダウンが現れたら、中間リレー２
に対する駆動も自動的に取り消される。要するに、交流電源の起動過程であろうと、それ



(17) JP 2008-505593 A 2008.2.21

10

20

30

40

50

ともテレビの運行過程であろうと、このような構成は、いずれの電源の異常状況において
、中間リレー２の駆動は直ちに取り消されることを保証し、電池９が長期にわたり単独で
中間リレー２に対して駆動するのを避けることができる。
【０１０５】
　電源変換回路１０は、テレビ操作電源と電池９との間の自動切換えだけを行い、完全に
オフにすることはできない。こうする目的は、交流電源が形成された後、テレビ操作電源
を使用して電池９に変えて赤外線受信回路６に給電することで、電池９の消費をさらに低
減することにある。
【０１０６】
　テレビ作動状態検出回路１０は、テレビ１３のＰＯＷＥＲ－ＯＮ信号を検出することに
より、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置とテレビ１３との機能間の調和を実現する。
例えばテレビの無信号シャットダウン、定期シャットダウン等の状況である。
【０１０７】
　図４に示すように、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置における赤外線信号受信回路
６は第１赤外線信号受信回路６’と第２赤外線信号受信回路６”とを備える。第１赤外線
信号受信回路６’の出力は電源切換回路７の１つ目の制御端だけに接続され、単純な待機
回路とし、赤外線信号を受信した後、電源切換回路７を始動させ、マイクロコンピュータ
８の操作電源をオンにする。
【０１０８】
　第２赤外線信号受信回路６”の電源端は電源切換回路７の出力端に連結され、出力端は
マイクロコンピュータ８に連結される。第２赤外線信号受信回路６”は、赤外線コード信
号を受信し、且つそれをマイクロコンピュータ８に伝送することに用いるもので、該第２
赤外線信号受信回路６”の電源はオフにしてもよい。
【０１０９】
　本発明の待機電力ゼロの電源制御装置において、中間リレー２とパワーリレー３とは半
導体スイッチに替えることもできるので、駆動パワーを大幅に低減することができ、低コ
ストの応用領域に適合する。
【産業上の利用可能性】
【０１１０】
　待機時に赤外線信号受信回路６だけに給電し、その他の回路は完全にオフにする技術方
法は、通常の設計においてマイクロコンピュータ８を用いて機能回路をオフにする手間を
避けて、マイクロコンピュータ８のピンを節約し、回路の複雑性を低減した。マイクロコ
ンピュータ８は起動するたびに、自動的に通電リセットを完成することができるので、マ
イクロコンピュータ８が長期運行によりミスが出るのを避けることができる。また、この
ような方法は、呼び出し機能のないマイクロコンピュータ８にも適用できるので、適用性
がさらに広い。
【０１１１】
　待機時にマイクロコンピュータ８を完全にオフにするので、マイクロコンピュータ８の
待機電流及びピンのリーク電流の総待機電流への影響を避けたので、待機電流の総量及び
離散程度が減少し、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の待機電流は完全に赤外線信号
受信回路６だけの待機電流によって決められるので、赤外線受信回路６は超微電力設計を
採用し、待機電力消費を極めて小さくできる。
【０１１２】
　電池９の電力消費にはまた中間リレー２の起動段階のパルス電流、マイクロコンピュー
タ８の操作電流等も含まれる。使用需要を満たす前提で、マイクロコンピュータ８はでき
るだけ低い作動頻度を採用し、その操作電源も２－３００マイクロアンペアしかない。中
間リレー２の起動段階の電流の平均値は、被制御機器１３の電源の起動時間、被制御機器
１３の起動頻度、及び使用された中間リレー２のコイル２０のパワーなどの要素に関係す
る。現在の機械リレーの製造レベルにおいて、接点は２２０Ｖ交流主回路の小型のリレー
コイルの駆動パワーが２００ミリワットぐらいまで制御でき、閉じる時間は１０ミリ秒に
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制御できる。典型的な家電スイッチ電源起動時間（７００ミリ秒より小さい）と毎日２０
回の作動頻度とを仮定した条件において、前記中間リレー２による平均電池電流消費は３
マイクロアンペアより小さく、電池の総平均電流消費は、電流漏れを含めて、５マイクロ
アンペアより小さい。
【０１１３】
　技術方法の精確な制御により、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の非正常電池９の
容量消費を完全に無視することができる。これによって、１０００ミリアンペアの小容量
の一次電池を使用しても、３０年以上の理論給電寿命を保証できる。
【０１１４】
　中間リレー２のパルス電流は、電池自体の不動態化を有効に軽減することができるので
、本来の寿命が１０－１５年の塩化チオニルリチウム電池の実際寿命をさらに延ばすこと
ができ、これによって、電池寿命と電器（例えばテレビ）の寿命が基本的にマッチングす
るように保証できる。一次電池は１つの固定部品として機器の中に取り付けることができ
る。
【０１１５】
　待機過程において、本発明の待機電力ゼロの電源制御装置、被制御機器１３及び交流電
源は、リレーの接点によって完全に隔離されるので、交流隔離能力は明らかに高まる。主
回路の交流隔離能力は使用されたパワーリレー３によって決められる。本発明の実施例の
中で使用されたパワーリレー３の交流主回路隔離レベルは２４００ＶＡＣに達し、中間リ
レー２の接点の耐圧レベルは１５００ＶＡＣに達し、システム全体の交流待機電流はゼロ
に下がる。
【０１１６】
　この装置を採用したカラーテレビサンプルに対する包頭市技術監督局の検査報告に示す
ように、待機状態において、電池給電電流の典型値は０．４３マイクロアンペアで、交流
電流はゼロであり、テレビの正常作動状態において電池給電電流はゼロであった。
【０１１７】
　この方法はコストが低く、従来の操作方法を変えないので、使用がさらに安全で、本質
的な安全待機を実現した。また、待機電力消費を完全になくし、家庭用電器の最終電力消
費基準を実現した。製品の信頼性を向上させ、破損率を低下させ、メーカーと使用者のメ
ンテナンス費用の支出を減らした。この技術を広範的に採用すると、エネルギーを大幅節
約することができ、これによって生じる環境問題を完全に無くしたので、社会的効果はき
わめて明らかである。現在待機電力は家電製品における焦点となっており、将来に向けて
の技術的障害になっている。中国は家電製造大国である。この技術は、中国の家電業界が
世界で唯一無二の競争力を備えるようにする。
【０１１８】
　実施例から分かるように、本発明の回路構成は非常に簡単で、いずれも低コストの普通
の部材を採用しているので、専用の集積回路チップを容易に製造することができる。これ
は、この技術の普及と家電製品における応用に非常に有利である。実際の応用において、
係る基本部品は、この技術を採用した１つの専用集積回路チップ、１つの小容量塩化チオ
ニルリチウム電池、１つの中間リレー、１つのパワーリレー、１つの赤外線受信ダイオー
ド及び１つのオプトアイソレータだけなので、きわめて低いコストで、直接家電製品に組
み込めるので、コスト面で大きな効果を奏する。電池を永久に家電に取り付けられるので
、最終使用者の使用コストを増やさない。また、この技術構成を利用した待機電力ゼロの
様々な形態の外部電源制御装置を形成することができるので、現在の家電機器に待機電力
ゼロ技術を応用する道を開けた。毎年７０００万台を超える中国のテレビ生産量、４億台
程のテレビの社会における保有量、及び現在待機電力の低減に対する強い要望を考慮する
と、本発明は大きな市場潜在力を有している。
【図面の簡単な説明】
【０１１９】
【図１】本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の構成図である。



(19) JP 2008-505593 A 2008.2.21

【図２】本発明の待機電力ゼロの電源制御装置の実施例の回路原理概略図である。
【図３】本発明の待機電力ゼロの電源制御装置における電源切換回路の構成図である。
【図４】本発明の待機電力ゼロの電源制御装置のより詳細な構成図である。

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】
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